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本日の出席者

丸の内事業グループ統括役員

代表執行役 執行役副社長 細包 憲志 略歴
1990年 当社入社 都市開発部
2008年 ビルアセット開発部副長
2013年 ビルアセット開発部長
2014年 執行役員 丸の内開発部長
2015年 執行役員 横浜支店長
2017年 執行役常務（生活産業不動産業務企画部他担当）
2021年 代表執行役 執行役専務（営業機能グループ統括）
2023年 代表執行役 執行役副社長

 （コマーシャル不動産事業グループ統括）
2024年より現職

丸の内業務企画部

丸の内業務企画部長 塩入 啓之
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Contents １．ビジネス地区「丸の内」のFACT

２．マーケットトレンドと丸の内の概況
 （2024年 オフィスに関するアンケート調査結果を踏まえて）

3．丸の内における戦略
（丸の内だから出来る働き方 ～まちをまるごとオフィスに～）



4Copyright © MITSUBISHI ESTATE Co., Ltd. All Rights Reserved.

Contents １．ビジネス地区「丸の内」のFACT
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1890年から続く「丸の内のまちづくり」、130年の歩みを経て、現在は「丸の内NEXTステージ」を推進中    

１．ビジネス地区「丸の内」のFACT
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ペニンシュラ東京
有楽町電気ビル
有楽町駅前ビル(イトシア）
東京交通会館
新国際ビル
新日石ビル
丸の内二重橋ビル
新東京ビル

有楽町 丸の内 大手町・常盤橋

Torch
Tower

東京駅

明治安田生命ビル
丸の内パークビル
東京ビル
岸本ビル
丸の内仲通りビル
丸の内二丁目ビル
三菱ビル
JPタワー
丸の内ビル

新丸の内ビル
パレスビル
みずほ丸の内タワー･丸の内テラス
三菱UFJ信託銀行本店ビル
丸の内永楽ビル
丸の内北口ビル、丸の内オアゾ

丸の内「約100棟」中、三菱地所は約30棟を所有･運営、うち約6割が再開発完了

丸の内エリア

大手門タワー・ENEOSビル
大手町パークビル
大手町ビル
新大手町ビル
JAビル・経団連会館
大手町フィナンシャルシティ
サウスタワー・ノースタワー
大手町フィナンシャルシティグランキューブ
TOKYO TORCH 常盤橋タワー

国際ビル･帝劇ビル
共同建替計画

有楽町ビル･新有楽町ビル
建替計画

再開発完了 計画･開発中 左記以外

大手町
ゲートビル丸の内仲通り

１．ビジネス地区「丸の内」のFACT
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丸ビル以降の再開発ビル一覧(計画中含む22件）
2002

2002
丸の内北口ビル
(丸の内オアゾ)

2003

日本工業倶楽部会館・
三菱UFJ信託銀行本店ビル丸の内ビル

2004 2005 2007 2007

東京ビル 新丸の内ビル ザ･ペニンシュラ東京 JAビル

丸の内永楽ビル丸の内パークビル経団連会館 大手町フィナンシャルシティ
ノースタワー

大手門タワー・
ENEOSビル

大手町フィナンシャルシティ
サウスタワー

大手町フィナンシャルシティ
グランキューブ

2009

2009 2009 2012 2012 2012 2015 2016

2017 2018 2020 2021 2026 2028 2030～

みずほ丸の内タワー・
銀行会館・丸の内テラス

丸の内二重橋ビル大手町パークビル 大手町ゲートビル 有楽町再開発TOKYO TORCH
常盤橋タワー

TOKYO TORCH
Torch Tower

国際ビル･帝劇ビル
共同建替計画

有楽町ビル･
新有楽町ビル

建替計画

１．ビジネス地区「丸の内」のFACT
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【大手町ゲートビルディング(2026完成予定)】
大手町～神田エリアへの仲通り延伸(人道橋整備)、交流広場の誕生    

１．ビジネス地区「丸の内」のFACT
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【TOKYO TORCH Torch Tower(2028年完成予定)】
日本一の高さとなる東京の新たなシンボルタワー

2028年(予定)

１．ビジネス地区「丸の内」のFACT
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三菱地所の丸の内貸付有効面積(全用途)は20年間で1.5倍の約50万坪に
(Torch Tower完成後、閉館ビルの再開発後は約60万坪へ)

全体の約70％を丸ビル以降の再開発ビルが占める

約1.5倍

１．ビジネス地区「丸の内」のFACT
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エリア面積

約120ha

上場企業
本社数

135*1

連結売上高

155兆円*2

事業所数

5,000*2

就業者数

35 万人*2

鉄道網

28路線13駅

＊2）2023年6月公表『令和3年経済センサス活動調査」等をもとに調査・算出。＊1）上場企業（プライム、スタンダード、クローズ）のうち、大手町・丸の内・有楽町地区所在の本社数。2023年6月調査。

地下道全長18km

域内ネットワーク

無料循環バス

エリア全体の集積も更に加速
(直近7年間で就業人口・事業所数が２割増、35万人が働くまちに）

前回 4,300 前回 28 万人

１．ビジネス地区「丸の内」のFACT
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エリア全体の集積も更に加速
丸の内に本社を置く上場企業の売上高合計は約155兆円

（日本の総売上高の9.1％）
(三菱地所調べ)

大丸有地区に本社を置く上場企業の売上高合計
約155兆円

（日本の総売上高の9.1％）

１．ビジネス地区「丸の内」のFACT
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三菱地所の丸の内オフィステナント構成も大きく変化
※貸付面積（オフィス）は20年強で1.8倍の45万坪へ
※プロフェッショナルファーム比率が著しく増加（弁護士事務所の所属人数上位100のうち32が集積）
※メーカーは面積総量としては減少していない

(三菱地所調べ)

約45万坪

例：弁護士事務所数
(所属人数上位100所)

32

１．ビジネス地区「丸の内」のFACT

約25万坪
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Contents ２．マーケットトレンドと丸の内の概況
（2024年 オフィスに関するアンケート調査結果を踏まえて）
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２．マーケットトレンドと丸の内の概況

コロナ禍を経て、各企業が人的資本経営を最重要課題の１つへと位置づけ
オフィス環境の整備は「コスト」ではなく「投資」として捉え直されるように

企業価値向上に繋げる経営拠点としてのオフィスの在り方を各企業が模索
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２．マーケットトレンドと丸の内の概況

【No.1ビジネスエリア】として選ばれ続ける
ここで働きたい、ここにオフィスを構えたいと思われ続ける丸の内へ

～「まちをまるごとオフィスに」～
「企業の時間価値を最大化」するまちのプラットフォームを提供

経営層 一般社員

目指す姿

丸
の
内
・
大
手
町
エ
リ
ア

丸
の
内
・
大
手
町
エ
リ
ア
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２．マーケットトレンドと丸の内の概況

企業が抱えるオフィスのジレンマ
 【従業員間のコラボレーション促進(オープン)】⇔【業務効率向上に資するファシリティ(クローズ)】

オフィスに求められる役割の高度化・複雑化、相反する機能の共存
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コラボレーションの促進に資する共用空間

• 50年ぶりの大転換期
• オフィス

（約30万㎡供給予定）

• ハイグレードホテルの進出
• 新幹線延伸（遅延予定）
• ▲工事費高騰・五輪見送り

２．マーケットトレンドと丸の内の概況

～まちをまるごとオフィスに～
「企業の時間価値を最大化」するまちのプラットフォームを提供

（自社の専有部内だけでは実現できないことや１社単独の取り組みだけでは実現できないことを「まち全体」としてサポート）

集中ブース・オンライン対応ファシリティ

「コラボ」×「業務効率UP」の両極を併せ持つ空間  一定のオフィス面積がないと対応が困難
（丸の内当社ビル入居企業の約80％は面積300坪以下）

当社オフィスも
2018年の移転後

コロナを経て
大規模な改修工事

を実施

①多様な
ワークプレイス

②オープン
イノベーション

③まちの共用空間
・ワーカーサポート

④まち全体で
WELL＆健康経営

⑤まちの
サスティナビリティ

まち全体だからこそ提供できる唯一無二のプラットフォーム
（自社の専有部内だけでは実現しにくいことや１社単独の取り組みだけでは実現しにくいことを「まち全体」でサポート）
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２．マーケットトレンドと丸の内の概況

丸の内における当社施策が奏功し、賃貸マーケットの改善も追い風に
丸の内事務所空室率は1.45％まで低下
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２．マーケットトレンドと丸の内の概況

オフィス環境整備を「コスト」から「投資」へと捉え直す動きは直近の移転事例においても顕著
ひっ迫した需給環境やインフレ等を背景に賃料改定時の増額改定率も増加
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2007年3月の賃料単価を100とした場合賃料単価推移

100 

142 

100 

100 

70

80

90

100

110

120

130

140

150

07/3 08/3 09/3 10/3 11/3 12/3 13/3 14/3 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 23/3 24/3 24/9

丸の内事務所（当社オフィス） 都心5区所在ビル平均募集賃料

マーケット下降局面においても、当社丸の内オフィスは持続的な賃料上昇を実現
都心5区と比較して、単価が大きく乖離している中でも賃料の上昇率・上昇幅は都心5区を大きく上回る

２．マーケットトレンドと丸の内の概況

丸の内事務所(当社実績賃料)・都心5区(平均募集賃料)* 単価比較

*出典：三鬼商事オフィスマーケットデータ

丸の内事務所(当社実績賃料) 都心5区(平均募集賃料)

約42％増
2007/3比
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Contents 3．丸の内における戦略
（丸の内だから出来る働き方 ～まちをまるごとオフィスに～）
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３．丸の内における戦略 ～まちをまるごとオフィスに～

【ユニークポイントA】「唯一無二の利便性と集積」× 【ユニークポイントB】「まち全体のプラットフォーム」
による「丸の内まちまるごとオフィス」構想

丸の内のこれから
（ユニークポイントの再編集）

• 50年ぶりの大転換期
• オフィス

（約30万㎡供給予定）

• ハイグレードホテルの進出
• 新幹線延伸（遅延予定）
• ▲工事費高騰・五輪見送り

130年のまちづくりによって培った唯一無二の利便性と集積の強み

丸の内
ユニーク
ポイント

A

①多様な
ワークプレイス丸の内

ユニーク
ポイント

B

②オープン
イノベーション

③まちの共用空間
・ワーカーサポート

④まち全体で
WELL＆健康経営

⑤まちの
サスティナビリティ

×
まち全体だからこそ提供できる唯一無二のプラットフォーム

（自社の専有部内だけでは実現しにくいことや１社単独の取り組みだけでは実現しにくいことを「まち全体」でサポート）
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1.7 2.8
6.6

15.58.6

24.0

03/3 24/6

1,000坪~
100~1,000坪
~100坪

463 
745 

231 

512 

34 

83 

03/3 24/6

３．まちをまるごとオフィスに：ワークプレイスの基本戦略（①②関連）

丸の内における一般オフィスの区画規模の推移

728

小割割合
10%

小割割合
64%

小割割合
56%小割割合

7%

1,340

17

42
契約面積（万坪） 契約件数（件）ポイント・戦略

• 再開発の推進により、面積は2.5倍、
契約件数は1.8倍に拡大

• 大型契約増により効率的なリーシ
ングを推進（大型のフロアプレー
トを望む企業ニーズへも対応）

• 100坪未満の小割区画も総量は増加
するも、全体に占める割合は低下
（従前比率の場合＋1.4万坪程度の

小割区画の拡大余地あり）

2.5倍 1.8倍

タイプの異なる高付加価値サービスオフィスの整備により
高単価の実現と持続的成長の実現を企図

①スペック・サービス付加型
（現状：7,500坪）

②オープンイノベーション型
（現状：4,400坪）

サービス・スペックの差別化、柔軟な契約形態の導入、入
居企業の初期コスト抑制等により一般オフィスよりも高単
価を実現するタイプのサービスオフィス

イノベーション支援・事業支援付きオフィス。当該施設を
核に、入居企業間のコラボレーション、大企業との協業を
企図し、持続的に成長企業が創出されるサイクルを企図

増加の6割が
大型区画

※従来比率ベースで2千坪程度の拡張余地あり
ニーズを確認しながら最適な小割構成を検討

丸の内のユニークポイントB まち全体だからこそ提供できる唯一無二のプラットフォーム
①多様な

ワークプレイス
②オープン

イノベーション
③まちの共用空間

・ワーカーサポート
④まち全体で

WELL＆健康経営
⑤まちの

サスティナビリティ
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３．まちをまるごとオフィスに：①多様なワークプレイス

イノベーション支援･事業支援付フレキシブルオフィス9拠点

30名程度～

数名～

プレミアスモールオフィス

4拠点

会議室･什器等充実の
セットアップオフィス

7拠点

20名程度～

個室ブース

プライベートクラブ

三菱地所グループ
フレキシブルオフィス

全国約180拠点
都内100拠点以上

NEWコミュニティ施設

大企業・スタートアップ･官･学のイノベーションの創出プラットフォーム

三菱地所が丸の内で提供する多様なワークプレイス

一般オフィス

（35棟、約450,000坪）

丸の内のユニークポイントB まち全体だからこそ提供できる唯一無二のプラットフォーム
①多様な

ワークプレイス
②オープン

イノベーション
③まちの共用空間

・ワーカーサポート
④まち全体で

WELL＆健康経営
⑤まちの

サスティナビリティ
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３．まちをまるごとオフィスに：②オープンイノベーション

・スタートアップ向けサービスオフィスを丸の内で複数拠点展開
・エコシステムの担い手：アカデミア、ベンチャーキャピタル、アクセラレーションプログラム等とも協業や出資を通じて連携
・全てのステークホルダーの有機的な繋がりを促進するためのコミュニティ・プラットフォームTMIPの運営も実施

東大Week @Marunouchi藝大アーツ、有楽町アート
アーバニズム（YAU）

アカデミアとの連携

丸の内のユニークポイントB まち全体だからこそ提供できる唯一無二のプラットフォーム
①多様な

ワークプレイス
②オープン

イノベーション
③まちの共用空間

・ワーカーサポート
④まち全体で

WELL＆健康経営
⑤まちの

サスティナビリティ
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３．まちをまるごとオフィスに：③充実したワーカーサポート

MY Shokudo Dining & Sakaba、GARDEN
(TOKYO TORCH 常盤橋タワー)

大手町SKY LAB
（大手町ビル）

MICE施設、飲食･サービス店舗就業者ラウンジ、カフェテリア、外部空間 ビジネスを支援する仕組み・サービス
イベント情報発信・就業者特典等に関する

Web、Appを活用した情報発信

ビルAppをセキュリティや
共用食堂の注文等にも展開

ビジネスシーンを助ける就業者サービス

ホール･カンファ

5つ星ホテル

宴会場

ユニークベニュー

飲食

物販

サービス

医療

22施設

7箇所

57部屋

562店舗

321店舗

357店舗

68カ所

12箇所
有楽町SLIT PARK

（新国際ビル） エリアビジョン

丸の内仲通り
(手土産デリバリー）

(エレベーターメディア）

(ランチ弁当販売）

（オフィス家具リユース） （シェア休養室)

(こどもと働く
シェアオフィス）

105箇所
都心型エリアMICE誘致 concierge-web

美術館等 5カ所

三菱一号館美術館再開館

丸の内のユニークポイントB まち全体だからこそ提供できる唯一無二のプラットフォーム
①多様な

ワークプレイス
②オープン

イノベーション
③まちの共用空間

・ワーカーサポート
④まち全体で

WELL＆健康経営
⑤まちの

サスティナビリティ
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３．まちをまるごとオフィスに：④Well-being･健康経営推進

就業者懇親会
（TOKYO TORCH常盤橋タワー)

※ビル内の共用カフェテリアでの開催
丸の内ラジオ体操大手町・丸の内・有楽町 

仲通り綱引き大会
企業間運動会

（TOKYO TORCH常盤橋タワー)
※TOKYO TORCH Parkにて開催

丸の内YOGA
（大手町SKY LAB) 丸の内 de 打ち水 Will Conscious Marunouchi

まるのうち保健室
働き世代の女性の健康支援プロジェクト

丸の内駅伝大会
1チーム5名・全100チームが参加

丸の内のユニークポイントB まち全体だからこそ提供できる唯一無二のプラットフォーム
①多様な

ワークプレイス
②オープン

イノベーション
③まちの共用空間

・ワーカーサポート
④まち全体で

WELL＆健康経営
⑤まちの

サスティナビリティ
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３．まちをまるごとオフィスに：⑤まちのサスティナビリティ

◆官民連携の仕組みを通じ
スマートシティ化を推進

「3×3 Lab Future」環境まちづくりコミュニティ

「Regenerative Community Tokyo」サステナブル領域コミュニティ

省エネルギー・廃棄物削減・リサイクル
総合環境認証(CASBEE、LEED、DBJ、WELL、BELS）
生物関連認証（ABNIC)

災害に強い

面的防災対策

高い事業継続性

「建物倒壊・地震火災危険度」が低く総合危険度は最も低い「ランク１」

「ひと×まち防災訓練」定期開催 各種災害対策の想定(火山灰･水害含む)
緊急事態対応マニュアルの整備 帰宅困難者収容協定を行政と締結

複数回線からの安定的電力供給 地域冷暖房網の整備
大容量オイルタンク(72h）実装 非常用発電機燃料の多重化、

◆安心・安全丸の内

◆当社関連ビルは、全てRE100対応（再エネ電力）
追加負担無く環境価値の訴求（再エネ電力利用）が可能

◆サーキュラーシティ丸の内の施策推進

（これまでの取り組み事例）
・食品ロス削減施策「MARUNOUCI TO GO プロジェクト」
・ペットボトルの水平リサイクル「Bottle to Bottle」
・使用済み食用油のSAFへのリサイクル

◆サスティナブル拠点

「0 Club」国内初 “気候テック”特化イノベーション拠点

◆各種環境認証

丸の内のユニークポイントB まち全体だからこそ提供できる唯一無二のプラットフォーム
①多様な

ワークプレイス
②オープン

イノベーション
③まちの共用空間

・ワーカーサポート
④まち全体で

WELL＆健康経営
⑤まちの

サスティナビリティ
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３．まちをまるごとオフィスに：丸の内の圧倒的な差別化と収益力向上

“まちをまるごとオフィス化”を通じて丸の内を圧倒的に差別化
顧客満足度を高めながら提供価値に応じた対価を収受し

長計目標の実現に向け、既存アセットで＋10％以上の増益を目指す

顧客満足度を高めながら提供価値に応じた対価を収受

既存アセットで＋10％以上の増益を目指す
①一般オフィス ②サービスオフィス ③商業施設等 ④管理コスト

• 顧客満足度向上による賃料
単価の向上

• インフレの価格転嫁
• 再契約時の増額改定トレン
ドの継続

• 付加価値付けによる高単価
の実現

• 小割区画の適正ボリューム
の見極めと、ボリューム拡
大による収益性向上

• エリア全体で年間1,000億円
の売上を誇る商業施設の収
益拡大

• ポイントアプリ活用、イン
バウンド施策等による店舗
売上向上

• ホール＆カンファ、ホテル、
駐車場などの収益拡大

• 同一エリアにおける保有ア
セットの集積を活かした管
理コストコントール

• 高度な業務効率化・発注ノ
ウハウ等による管理コスト
の最適化

• AI・ロボ等テクノロジー活
用による管理の効率化

丸の内のユニークポイントB

まち全体だからこそ提供できる
唯一無二のプラットフォーム

130年のまちづくりによって培った
唯一無二の利便性と集積の強み ×

丸の内のユニークポイントA
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本資料は情報提供を目的としたものであり、特定の商品についての投資の募集、勧
誘や売買の推奨を目的としたものではありません。
本資料の情報に関しましては、発表日現在において入手可能な情報から得られた判
断に基づいております。本資料で提供している情報に関しては万全を期しておりま
すが、その情報の正確性、妥当性及び完全性を保証するものではありません。
将来予想に関する記述に関しては、既知または未知のリスク及び不確実性ならびに
その他の要因が内在しており、これらの要因による影響を受ける恐れがあり、記述
通りに将来実現することを当社として保証するものではありません。
また、当社は新しい情報、将来の出来事等に基づき、これらの将来予測を更新する
義務を負わず、本資料は予告なしに内容が変更または廃止される場合がありますの
で、予めご了承ください。
なお、当社の事前承諾なしに本資料掲載の内容の複製・転用等を禁止いたします。

免責事項

Contact Information

03-3287-5200
https://www.mec.co.jp/

三菱地所株式会社 広報部 IR室
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